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要旨：津波荷重に対する建築物の基礎破壊メカニズムを検証することを目的として，東日本大震災による津

波で被災し，上部構造および基礎の詳細情報が得られた鉄筋コンクリート造建築物 3 棟について基礎転倒お

よび滑動に関する解析的な検討を行った。津波荷重は現地調査結果から推定された流速に基づき静水圧荷重

とし，開口に応じた波力低減効果を考慮した。杭引抜き耐力は PC 鋼線の引張破断強度から算定し，浮力は開

口上端から天井までの空気体積分を考慮した。本検討により浸水深，開口，杭，浮力，土圧等の影響因子を

適切に考慮することで津波による建築物基礎被害を評価しうることを示した。 
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1. はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では津波に

より東北地方沿岸部の一部地域では 10m を超える非常

に大きな浸水深が計測され 1)，同地域の建築物では木造

のみならず，鉄筋コンクリート造や鉄骨造においても層

崩壊や転倒等の甚大な構造被害が確認されている。 

独立行政法人 建築研究所および国土交通省 国土技

術政策総合研究所は地震発生後 3 週間後から合計 3 回に

及ぶ津波被害調査(初動調査)を実施した。調査は合計約

80 棟の建築物および工作物を対象とし，(1)津波被害事例

の収集，(2) 浸水深の計測，(3)建築物の形状や配筋とい

った構造詳細の把握を目的としている。これらの調査結

果については東北地方太平洋沖地震 被害調査報告書 

(速報)として公開されている 1)。 

また，建築研究所は建築基準整備促進事業において津

波避難ビル等の構造設計法等の検討委員会(委員長：東京

大学生産研究所 中埜 良昭教授)において，計測された浸

水深と倒壊・残存した構造物の耐力の関係から，構造物

に作用した津波作用荷重を推定し，津波避難ビル等の建

築物の耐津波設計等に資する検討を行ってきた。検討結

果は中間報告書として取りまとめられ 2)，津波に対し構

造耐力上安全な建築物の設計法等に係る技術的助言に反

映されている 3)。また，検討結果の一部については既報
4) で紹介されている。 

本稿では現地調査を行った建築物の中で基礎の情報

が得られた鉄筋コンクリート造建築物について転倒に関

する詳細な解析的検討を行った結果について示す。建築

物の転倒抵抗耐力については構造図面や実測値などに基

づき，杭や浮力の影響を考慮している。また，本検討は

強震動により構造物は無被害であることを前提とした。 

 

2. 東日本大震災における津波による建築物の転倒 

 東日本大震災において津波により建築物が移動または

転倒する事例が 4 階建てまでの建築物において確認され

た。移動や転倒した建築物は直接基礎が多いが，杭基礎

が引き抜かれている事例も見られた。これらの杭は杭径

300mm の既成 PC 杭であった。また，同規模の建築物で

比較すると開口が少ないものに転倒が多く見られたこと

から，開口が転倒に大きく影響したと考えられる。 

また，木床を有する建築物やコンクリートブロック造

建築物などでは比較的低い浸水深でも転倒被害が確認さ

れている。 

 

 

写真－1 津波による鉄筋コンクリート造建築物の転倒 

 

3. 基礎抵抗性状に対する検討方法 

3.1 津波荷重の算定方法 

2005 年に内閣府から示された「津波避難ビル等に係る

ガイドライン 5)」(図-1)では，設計用浸水深の 3 倍の静
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水圧荷重 Ps を与えている(式(1))。 

 
図-1 津波避難ビルガイドラインの設計用津波荷重 
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ここで，B: 建築物幅(m)，ρ:水密度(ton/m3)，g :重力加

速度(m/s2)，hw: 設計用浸水深(m)，h: 設計用浸水深(m)

の 3 倍(3hw)または建築物高さのうち小さい値とする。 

しかし，式(1)で静水圧の浸水深に乗じている「係数 3」

は建築物に作用する津波荷重は流速や衝撃力により最大

限大きくなることを想定した値であり，建築物に作用す

る津波荷重は浸水深のみならず流速により変化する。前

述した静止中の物体に生じる水圧(静水圧)に対して，流

体中の物体に作用する荷重(抗力)PFは式(2)で表される。 
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h

dF ∫= ρ  (2) 

ここで，h0: 設計用浸水深または建築物高さのうち小さ

い値，Cd: 抗力係数(ここでは，建築物は流体中における

角柱と同様とし 2.0 とする)，v:平均的な流速(m/s)とする。 

また，津波の流勢は長波伝播速度(  )に対する流速

(v)の比であるフルード数 Fr によって示される。式(1)お

よび式(2)の比較より，浸水深が建築物高さを上回らない

範囲では抗力は浸水深にフルード数 Fr と 1.4 を乗じた高

さの静水圧と等しい荷重を与える。 

図-2 に本震災の津波被害調査地域において建築物の

背面で計測された浸水深と流速の関係を示す。津波の流

速は松冨により提案されている建築物の前面と背面の浸

水深に基づく推定式 6) (式(3))を用いた。なお，建築物の

前面および背面の浸水深は東北地方太平洋沖地震津波合

同調査グループの計測値 7)を使用している。 

)/()(2 smhhgCv bfv −=  (3) 

ここで，hf: 建築物前面の浸水深(m)，hb: 建築物背面の

浸水深(m)，Cv: 流速係数(ここでは 1.0 と仮定)とする。 

本検討より東日本震災の津波において，浸水深の低い

地域では大きなフルード数が観測されているもの，鉄筋

コンクリート造建築物の転倒被害が確認されている浸水

深 10m 以上の地域では陸上を遡上する津波のフルード

数が概ね 0.7 程度であった。したがって，本稿における

津波作用荷重はこれに対応する値として浸水深の静水圧

荷重(0.7×1.4≒1.0)を仮定した。 
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図-2 現地調査地域における津波の浸水深と流速 

 

以下の検討では津波荷重によって生じる転倒モーメ

ントと被災した建築物の抵抗モーメントの比率について

示す。また，建築物に作用する荷重は抗力型の外力分布

(等分布)も考えられるが，既往の模型実験結果 8)や衝撃力

を考慮して転倒の検討についても静水圧分布を仮定して

いる。また，津波荷重は直接作用する構面の開口による

波力低減効果を考慮し，立面に対する開口面積の割合だ

け作用荷重を低減させている。転倒の回転中心は津波作

用面反対側の基礎底部とした。建築物の転倒抵抗力とし

ては自重および杭引抜き耐力とし，浮力による転倒モー

メントも考慮している(図-3 参照)。 
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図-3 建築物転倒に関する考え方 

 

3.2 浮力の算定方法 

浮力は建築物内部に水が流入しない場合は浸水して

いる建築物容積に相当するが，4.3 節で後述するように建

築物の被害調査において完全に水没した直接基礎の建築

物が転倒していない事例が確認されたことを考慮すると，

本仮定は明らかに過大な浮力の評価となっている。そこ

で，本稿では水の流入を考慮した浮力の算定を行った。 

現地被害調査において残存した建築物内部には梁下

または垂壁高さ位置に水跡が確認されており(写真－2)，

これより上には空気が残留していたと考えられる。した

がって，開口上端から天井までの部分の空気体積に相当

する浮力は考慮する。 
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本検討では上記以外の建築物容積については水が流

入することにより浮力は発生しないとした。厳密には建

築物が津波荷重作用面および側面に有する開口面積と津

波の水位上昇速度から，津波が最大浸水深に達する前に

建築物内部に水が充満していることを確認する必要があ

るが，映像記録等から今回の震災では水位上昇が非常に

遅かったこと 9)を考慮して水がすでに流入していると仮

定した。なお，開口からの水の流入により最大浸水深に

達する前に建築物内部に水が充満していることは，トリ

チェリの定理に基づいた流入速度を仮定する検討方法に

より確認することができる 2)。 

 

 

写真－2 残存建築物の垂壁に残留する水跡 

 

3.3 杭引張耐力およびせん断耐力の算定方法 

杭引張抵抗力は杭周面摩擦力および引張鉄筋破断強

度のいずれか小さい方の値とした。4.1 節および 4.2 節で

検討している転倒被害が生じた杭基礎建築物 2 棟はいず

れも宮城県女川町に所在し，付近の公共建築物において

標準貫入試験結果(N 値)が得られている。ボーリング調

査は合計 8 点で実施されている。対象建築物は一部埋め

立て地に立地しており，基盤深度が深くなっている部分

(調査点 4 点)では約 10m 程度まで概ね N 値が 10 以下と

なっている。一方，基盤深度が浅くなっている部分(調査

点 4 点)では表層から砂質土の N 値が 20～30 程度となっ

ている(表－1 参照)。 

また，検討を行った建築物の杭については杭径と主筋

径および本数のみ確認されている。そこで，本検討では

既往の無軸力下における既成 PC 杭(杭径 300 mm)の実験

結果 10) を参照し，終局平均せん断応力度(σ=0.85 N/mm2)

から，杭せん断耐力を略算した。ただし，本値は無軸力

下の既成 PC 杭の平均終局せん断応力度を想定した値で

ある。津波により浮力が生じた場合は引張力が作用しう

るため，終局せん断応力度はこれより小さくなる可能性

も考えられることに注意する必要がある。 

表－1 女川町におけるボーリング調査結果(例) 
深度

(m)
土質 

単位体積重量 

(t/m3) 

標準貫入試験

N 値 

1.3 

埋土 

（砂礫） 

2.10  31  

2.3 2.10  42  

3.3 2.10  9  

4.3 2.10  46  

5.3 埋土（ヘドロ） 1.50  1  

6.3 

シルト 

1.75  2  

7.3 1.75  2  

8.3 1.75  2  

9.3 

礫混じり粘土

1.50  19  

10.3 1.50  18  

11.3 1.50  19  

12.3 1.50  38  

13.3 1.50  40  

 

4. 被災建築物に関する検討例 

4.1 杭基礎を有する建築物 A に関する検討 

転倒した建築物Aは宮城県女川町に所在する杭基礎を

有する 1980 年に竣工の鉄筋コンクリート造２階建てで

ある(写真－3)。平面は 2×1 スパンの耐震壁付きラーメ

ン構造である。建築物の幅および奥行はそれぞれ 10.5m，

4.5m である。また，建築物高さは 6.1m である。海岸か

らは南東 110m 程度離れた場所に位置している。本建築

物は津波により杭が引き抜かれ，海岸方向に直交する方

向(北方向，張間方向)に転倒していた。これは南東方向

に位置する残存建築物が津波を遮蔽したためであると考

えられる。周辺建築物で計測された浸水深(前面および背

面で観測された最大痕跡高さ)は 15m である。建築物立

面の見つけ面積に対する開口率はそれぞれ 0.109 (南側)，

0.198 (北側)，0.114 (東側)，0.733 (西側)であった。特に津

波が直接作用したと考えらえる南側構面で開口率(0.109)

が最も小さく，大きな津波荷重が生じたと考えられる。 

 

写真－3 転倒した建築物 A 
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杭は既成 PC 杭であり，張間 1 構面について合計 7 本

の杭が使用されている。杭径は 300mm，杭長は 10m 杭

を打継ぎし，試験杭により杭長を決定しているが，被災

状況からは杭が打継されている部分は確認できなかった。

杭頭はパイルキャップ下面から 200mm 埋設されている。

また，構造図面における定着長さが最少 300mm である

ことから，杭主筋は 6-φ7(PC 鋼線 A 種，引張破断強度 

58.3 kN)と仮定した。杭 1本当たりのせん断耐力は 49 kN，

引張破断強度は 350kN となる。 

杭周辺地盤摩擦力 RTC は基礎構造設計指針 11)に基づき

式(4)から算定される。 

)()( kNWLLR pCCTSSTTC ++= ∑∑ ϕττ  (4) 

ここで，τST: 砂質土層の周面摩擦応力度 (kN/m2) (≒ 2N)，

τCT: 粘土層の周面摩擦応力度 (kN/m2) (≒5N/0.8)，Ls: 砂

質土層長さ(m)，Lc: 粘土層長さ(m)，ϕ: 杭周長さ(m)，

Wp: 杭自重 (kN)，N: 標準貫入試験における N 値の平均

値とする。 

前節に示した周辺建築物の標準貫入試験結果に基づ

き杭周面摩擦力を算定した。杭径 300mm，杭長 10m の

場合，基盤が浅くなっている部分の杭周面摩擦力の平均

値は 507 kN，調査点全体の杭周面摩擦力の平均値は 389 

kN であり，これらの値は PC 鋼線の引張破断強度よりも

大きな値を示した。したがって，本検討では建築物の杭

引抜耐力は杭筋の破断強度とした。 

建築物重量は構造図面に基づき算定した。コンクリー

ト単位体積重量は 2.3ton/m3とし，仕上げ重量については

鉄筋コンクリート構造計算資料集 12)を参照したが，積載

荷重ついては考慮していない。基礎を含めた本建築物の

総重量は 1920kN となる。徐々に津波の水位が変動した

と仮定した場合に，最終的に建築物に作用する浮力は基

礎梁高さ(0.60m)，２，３階梁高さ(0.45m)，屋上垂壁高さ

(1.00m)にそれぞれ床面積(10.5m×4.5m)乗じた体積に相

当するため 950 kN となる(柱や壁等の鉛直支持部材のコ

ンクリート体積については基礎部分で接地しているため

浮力として考慮していない)。 

建築物総重量 Wb から浮力 Fv を差し引いた鉛直荷重は

970 kN となる。杭引抜き耐力 Fp は 1 本当たり 350 kN，

全体で 2450 kN とした。これらの値に転倒回転中心(圧縮

側基礎下)からの距離(回転中心－重心間距離 2.25m，回転

中心－引張杭群間距離 4.5m)を乗じることによって算定

される抵抗モーメント Mb は 13207 kNm となる(式(5)参

照)。 

)(5.425.2)( kNmFFWM pvbb ×+×−=  (5) 

一方，津波が建築物に作用する転倒モーメント Mh は

開口による荷重低減率をζとすると，式(6)により算定さ

れる。津波波圧は静水圧分布とし，建築物高さを超過す

る部分の波圧については考慮していない。浸水深 15m に

おける転倒モーメント Mh は 16750 kN m となる。 

)())1()((
0

kNmdxBxhgxM
h

wh ∫ −×−= ζρ  (6) 

両値の比較から，建築物の抵抗モーメント Mb は静水

圧により作用する転倒モーメントMhの 79%程度であり，

解析結果は建築物が転倒した実被害結果と整合する。 

 本建築物の既成 PC 杭は合計 14 本であり，1 本当たり

のせん断耐力は 49kN，建築物の基礎水平せん断耐力は

686kN となる。津波荷重は 6686kN であり，杭のせん断

抵抗力は静水圧荷重の約 1/10 程度であった。なお，本研

究では杭基礎を有する建築物において，杭頭せん断破壊

後に杭主筋が定着されている場合，建築物に原位置から

の移動が生じるかどうか定かではないため，転倒および

滑動に対する両抵抗性状を検討している。 

 

4.2 杭基礎を有する建築物 B に関する検討 

転倒した建築物Bは宮城県女川町に所在する杭基礎を

有する鉄筋コンクリート造４階建てである(写真－4)。床

面積は 4×6m であるが，最上階のみ張間方向に 1m セッ

トバックしている。建築物高さは 12m である。原位置は

海岸からは約 200m 程度離れた場所であるが，津波作用

方向(張間方向)に転倒し，原位置から 70m 程度離れた場

所で横倒しの状態で確認された。周辺建築物から確認さ

れた計測浸水深(前面および背面で観測された最大痕跡

高さ)は 15m である。 

 

 

写真－4 転倒した建築物 B 

 

杭は既成 PC 杭であり，基礎下に合計 32 本設けられて

おり，転倒した張間方向の引張杭本数は 12 本である。杭

径は 300mm，主筋は PC 鋼線(6-φ7，PC 鋼線 A 種)であ

った。これは前節で検討した建築物と同じ形状および配

筋の PC 杭であり，両建築物とも宮城県女川町に所在す
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るため，杭引抜き耐力は PC 鋼線の破断荷重とした。 

建築物総重量は基礎を含めて単位面積重量を13 kN/m2

と仮定して略算し，1482 kN とした。津波荷重が直接作

用する構面における開口率ζは 0.052 である。浮力につい

ては各階の垂壁高さ(4 階 1.0m，3 階 0.9m，2 階 0.8m，1

階 1.3m)に床面積を乗じた体積に相当するため，883 kN

となる。 

建築物総重量 Wb から浮力 Fv を差し引いた鉛直荷重は

600 kN となる。杭引抜き強度 Fp は 1 本当たり 350 kN，

全体で 4200 kN とした。これらの値に転倒回転中心(圧縮

側基礎下)からの距離(回転中心－重心間距離 2.0m，回転

中心－引張杭群間距離 3.5m)を乗じることによって算定

される抵抗モーメント Mb は 15900 kNm となる(式(7)参

照)。 

)(5.30.2)( kNmFFWM pvbb ×+×−=  (7) 

一方，津波が建築物に作用する転倒モーメント Mh は

開口による荷重低減率をζとすると，式(6)により算定さ

れる。浸水深 15m における転倒モーメント Mh は 28108 

kNm となる。 

両値の比較から，建築物の抵抗モーメント Mb は静水圧

により作用する転倒モーメント Mh の 57%程度であり，

解析結果は建築物が転倒した実被害結果と整合する。 

本建築物の既成 PC 杭は合計 32 本であり，1 本当たり

のせん断耐力は 49kN，建築物の基礎水平せん断耐力は

1568kN となる。津波荷重は 6023kN であり，杭のせん断

抵抗力は静水圧荷重の約 1/4 程度であった。 

 

4.3 直接基礎を有する建築物 C に関する検討 

残存した建築物Cは岩手県陸前高田市に所在する直接

基礎を有する鉄筋コンクリート造３階建てであり，1958

年に竣工している(写真－5)。床面積は15.3×40mであり，

最上階にペントハウスを有しているが本解析では考慮し

ていない。建築物は地下部分(GL -2.4m)を有している。

階高は各階 3.6m であるが，基礎梁(高さ 0.6m)は地盤面か

ら露出しているため，地盤面からの建築物高さは 11.4m

である。 

津波は建築物の張間方向に作用しており，張間構面の

開口率ζは調査時に実測し，0.274 となっている。建築物

前面に残留する浸水の最大痕跡高さは 14m であったが，

本検討では建築物背面に残留する痕跡高さ(10 m)を浸水

深とした。 

建築物総重量は基礎を含めて単位面積重量を13 kN/m2

と仮定して略算し，31824 kN とした。浮力については各

階の垂壁高さ(浸水する 1 階および 2 階部分のみ 0.7m，

地下階は開口を有していないため 1 階階段から水が流入

したとして浮力を考慮しない)に床面積を乗じた体積に

相当し，8401 kN となる。なお，本建築物において開口

から水が流入することを考慮せず，浸水した全体積に相

当する浮力が生じると仮定すると浸水深 5.3m で建築物

が浮き上がることとなる。 

 

 

写真－5 残存した建築物 C 

 

建築物総重量 Wb から浮力 Fv を差し引いた鉛直荷重は

23423kN となる。また，本検討では建築物が地下階を有

しているため受働土圧 Fs 11)を考慮した。建築物に作用す

る受働土圧は式(8)により算定し，10165kN となる。なお，

土圧外力分布は三角形分布とした。これらの値に転倒回

転中心(圧縮側基礎下)からの距離(回転中心－重心間距離

7.65m，回転中心－土圧力重心間距離 0.8m)を乗じること

によって算定される抵抗モーメントMbは187319 kNmと

なる(式(9)参照)。 

)(5.0 2 kNBZKgF fpS 　　　　γ=  (8) 

)(8.065.7)( kNmFFWM Svbb ×+×−=  (9) 

ここで，γ:土密度 (1.8 ton/m3)，Kp:受働土圧係数 (砂の内

部摩擦角は概ね 25～30°前後と推定されるのでここで

は 5.0 とした)，Zf:基礎深さ(m)，B:基礎幅(m)とする。 

一方，津波が建築物に作用する転倒モーメント Mh は

開口による荷重低減率をζとすると，式(6)により算定さ

れる。浸水深 10m における転倒モーメント Mh は 81624 

kNm となる。両値の比較から，受働土圧を含めた建築物

の抵抗モーメント Mb は静水圧により作用する転倒モー

メント Mh の約 2.3 倍であり，解析結果は建築物が残存し

た調査結果と整合する。 

著者は既往の研究において，解体中の既存鉄筋コンク

リート造建築物を利用して，直接基礎の静的載荷実験を

行っている 13)。本実験において基礎と捨てコンクリート

間の付着が充分に切れた(十分に水平変形した)状態にお

ける基礎底面すべり摩擦係数は 1.0 以上の値が確認され

ている。静水圧により本建築物に作用した津波荷重は
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14237kN であり，既往の実験結果を考慮すると，基礎底

面の摩擦抵抗力は津波作用荷重を十分に上回っていたと

考えられ，建築物に滑動が生じていなかった調査結果と

整合している。 

 

5. まとめ 

本検討では東日本大震災による津波によって被災し

た鉄筋コンクリート造建築物 3 棟について，基礎転倒や

滑動に関する詳細な解析的検討を行った。本検討におい

て浸水深，開口，杭，浮力，土圧等の影響を適切に考慮

することで，津波により生じた建築物転倒等の被害を説

明しうることが示された。今後，これらの影響因子につ

いて模型を用いた実験などにより検証する予定である。 
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